モデル事業実施施設・事業報告書

【（様式①）フェイスシート】

１．施設の概要
	①法人名
	社会福祉法人　共生福祉会
	②法人代表者名
	会長　服部　彰

	③施設名
	西多賀ワークキャンパス
	④施設長名
	市川　義直
	⑤担当者名
	指導部長　遠藤正明

	⑥施設住所
	〒９８２－０８０５

仙台市太白区鈎取本町２丁目１２－１

TEL:０２２（２４５）０２１０　FAX:０２２（２４５）９２９５

E-mail:nisitaga-wc@abeam.ocn.ne.jp

	⑦施設種別
	■①身体入所　□②身体通所　□③知的入所　□④知的通所　□⑤精神入所　□⑥精神通所

	⑧定員数
（19年2月1日現在）
	７６名
	⑨現員数
（19年2月1日現在）
	６９名
	入所　６２名　通所　７名

	⑩利用者の障害程度の分布
	区分Ａ（　２１人）　区分Ｂ（　４１人）　区分Ｃ（　　７人）

	⑪上記施設以外の法人経営授産施設等ヵ所数
	５ヵ所
	　　　　

	⑫職員の状況
	福祉活動における直接指導職員数
	６名
	授産活動事業（授産施設会計）における職員数
	６名

	⑬モデル事業取り組み以前の作業内容（科目）
	現在の作業内容（工賃アップ対象作業科目に※を付ける）

	製造部－自動車部品検査、箱組立作業、ソテツの実

　　　　加工、巻線加工

印刷部－パソコン入力・編集、印刷・製本、ホームページ更新、ラベル作成、はんこ作成


	現在の作業内容は変更ありません

２０年度からの工賃アップ対象作業科目として食品関連事業を計画中です

（平成２０年４月より食品部スタート）




２．経営コンサルタント等の概要
	①契約先のコンサルタント等の社名・組織名
	三澤経営センター　　　　　　　（法人格）株式会社

	②代表者名
	代表取締役　三澤　壯義
	③担当者名
	コンサルタント事業部長　　斎藤　正憲

	④所在地
	〒９８０－０８２１

仙台市青葉区春日町７－３２　パセオ８階

TEL:　０２２（２６２）４５５４　　FAX:　０２２（２６２）４７１０

E-mail:saitoh@misawa-cpa.co.jp

	⑤スタッフの有している資格
	医業経営コンサルタント

	⑥契約期間
	平成 １８　年 ９ 月 １日 ～ 平成 １９年 ３ 月 ３１日


３．具体的数値目標・改善計画・計画実行スケジュールの概要
　① 工賃ステップアップに向けた具体的数値目標

	　　 ●作業科目名：　　　印刷　　　　　●対象人数：　２０　 人


	17年度実績
	18年度の実績

（事業完了時点）
	19年度の目標
	最終目標

（20年度）

	平均工賃金額
	　　　15,500円
	実績：　  15,000円

目標：　  18,000円
	　　　20,000円
	　　　30,000円

	年額売上金額（Ａ）
	13,520,000円
	実績：12,500,000円

目標：14,000,000円
	　13,000,000円
	16,000,000円

	売上に対する年額総原価（Ｂ）
	12,020,000円
	実績：11,500,000円

目標：13,000,000円
	 12,000,000円
	　15,000,000円

	年間利益（Ａ－Ｂ）
	1,500,000円
	実績： 1,000,000円

目標： 1,000,000円
	1,000,000円
	　 1,000,000円


※作業科目が複数にわたる場合はそれぞれ作業科目ごとの具体的数値目標をご記入ください

　　 ●作業科目名：　　　製造　　　　　●対象人数：　５０　 人

	
	17年度実績
	18年度の実績

（事業完了時点）
	19年度の目標
	最終目標

（20年度）

	平均工賃金額
	　　　11,860円
	実績：　　12,800円

目標：　　12,000円
	　　　 　15,000円
	30,000円

	年額売上金額（Ａ）
	7,210,000円
	実績： 7,900,000円

目標： 7,900,000円
	　　　9,200,000円
	24,000,000円

	売上に対する年額総原価（Ｂ）
	8,710,000円
	実績： 8,300,000円

目標： 8,900,000円
	9,700,000円
	24,000,000円

	年間利益（Ａ－Ｂ）
	△1,500,000円
	実績： △400,000円

目標：△1,000,000円
	△500,000円
	0円


※作業科目が複数にわたる場合はそれぞれ作業科目ごとの具体的数値目標をご記入ください

② 目標達成のための改善計画の概要

	1． 自主生産への切り替え

· 平成２０年４月に施設が移転するのにともない、自主生産へ切り替える。

· それにともない、既存の製造部の作業を見直し、継続する作業と廃止する作業を決定する。

· 自主生産の商品、顧客、販売方法など実行に向けた具体的な事業計画を策定する。

2． 営業の仕組みづくり

· 経営管理ができるような内部管理体制を構築する。

· 顧客、ファン、サポーターづくりをする。

3． 利用者の能力把握

・利用者の強み、能力、やる気を引き出すための仕組みをつくる。


　③ 計画実行スケジュールの概要

	　　１８年度－製造部の作業内容を下請から商品等の自主生産へ切り替える計画策定

　　　　　　　毎月開催する作業開拓プロジェクト会議、地域ネットワーク会議、作業開拓利用者会議において検討した結果をふまえて自主生産に切り替え業務を決定する

　　１９年度－確定した計画に基づいての具体的な転換準備を実行していく

　　２０年度－自主生産の実行スタート


４．モデル事業推進のための地域ネットワーク会議（仮称）の設置運営内容
	①会議の名称
	地域ネットワーク会議

	②会議の構成委員と所属

	№
	委員氏名
	所　属

	１
	三島　忠男
	（社福）宮城県社会福祉協議会事務局長

	２
	小澤　義春
	みやぎ生協福祉文化事業部長

	３
	湯村　利憲
	宮城県セルプ協副会長

（社福）臥牛三敬会理事長

	４
	横山　英子
	みやぎセルプ協働受注センター理事

横山芳夫設計監理事務所専務取締役

	５
	蜷川　時夫
	オフィスになかわ代表取締役

（フードコーディネーター）


　　③会議の開催日と協議内容

	
	会議の開催日
	協議内容

	平成18年度
	第１回　１０／３０

第２回　１１／２８

第３回　１２／１９

第４回　１／３０

第５回　２／２７
	・事業のすすめ方について　・施設の現状と課題について

・中間報告書提出の確認　・今後のすすめ方について

・プロジェクト会議の内容に対する各委員からの提言

・新事業の内容に対する意見交換

・新事業の事業計画に対する意見交換

	平成19年度以降の開催予定
	平成２０年４月１日に「食品部」の創設を行うにあたり、平成１９年度においても商品開発、製作、販売、トレーニングや流通販路確保等で適宜専門家からのアドバイスをいただく予定にしている。


